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１．平成 23 年６月期の業績（平成 22 年７月１日～平成 23 年６月 30 日） 
（１）経営成績                                                            （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23 年 ６月期 295 △75.6 △230 ― △246 ― △281 ― 
22 年 ６月期 1,213 △57.8 △390 ― △408 ― △437 ― 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利

益 

自己資本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

 円   銭 円   銭 ％ ％ ％ 

23 年 ６月期 △4,857.22 ―  △230.1 △65.1 △77.9 
22 年 ６月期 △8,698.90 ―  △104.3 △39.5 △32.2 

（参考）持分法投資損益    23 年６月期 －百万円  22 年 ６月期 －百万円 
 
（２）財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

23 年 ６月期 269 46 16.4 413.24 
22 年 ６月期 487 200 41.2 3,992.58 

（参考）自己資本       23 年６月期  44 百万円  22 年 ６月期 200 百万円 
 
（３）キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ･フロー 
投資活動による 

キャッシュ･フロー 
財務活動による 

キャッシュ･フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

23 年 ６月期 △173 32 63 67 
22 年 ６月期 184 24 △456 154 
 
 
２．配当の状況 

年間配当金 
 第１四半期

末 

第２四半期

末 

第３四半期

末 
期 末 合 計 

配当金総額 
（合計） 

配当性向 
純資産 
配当率 

 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 百万円 ％ ％ 
22 年 ６月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ― 
23 年 ６月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ― 

24 年 ６月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00    ―  
 
 



 

３．平成 24 年６月期の業績予想（平成 23 年７月１日～平成 24 年６月 30日） 
（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円   銭 

第２四半期(累計) 1,298 842.8 53 － 51 － 51 － 476.83 
通  期 2,547 862.4 88 － 83 － 83 － 776.02 

 
 
４．その他  
（１）重要な会計方針の変更 

① 会計基準等の改正に伴う変更 ：有・無 
② ①以外の変更 ：有・無 

 
 
（２）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 23 年６月期 106,956 株 22 年６月期 50,623 株 

② 期末自己株式数 23 年６月期 338 株 22 年６月期 338 株 

③ 期中平均株式数 23 年６月期 57,987 株 22 年６月期 50,285 株 

 （注）１株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、26 ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

 

 

 

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引

法に基づく財務諸表の監査手続は完了しておりません。 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断す

る一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる

条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料１ページ「経営成績に関する分析」をご覧くだ

さい。 
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1. 経営成績  

(1) 経営成績に関する分析 

  ① 当期の経営成績 

当事業年度におけるわが国経済は、世界的な金融危機からようやく立ち直りの兆しを見せるとともに、

中国を中心とした新興国経済の拡大に牽引され、緩やかな回復基調を辿っておりました。しかし、平成

23 年３月 11 日の東日本大震災の影響とそれに起因する福島原発の事故により、国内経済においては、

計画停電の実施可能性も踏まえ、再び景気の先行きの見通しが不透明となってまいりました。さらに当

社が従来、主力事業としておりました半導体関連業界においては、円高の進展や国際競争力の低下等に

より、国内での設備投資が低迷しており、今後も回復の見通しが不透明な状況が継続しております。 

このような市場環境の中、当社は、新規商材獲得による半導体装置事業の再構築と合わせ、新たな事

業領域として、今後、急成長が見込まれている LED 照明市場への参入を進めてまいりました。 

しかしながら、半導体製造装置事業においては今後とも市場の回復が不透明な中、有力な新規商材を

獲得するに至らず、平成 23 年１月 27日に発表の通り、当該事業の凍結を実施せざるを得ない状況に陥

り、一方、経営資源を集中して事業拡大の加速を目論んでいた LED 事業においては、事業の立ち上げと

販売拡大が想定より大幅に遅れたことから売上が低迷し、人員削減等によるコスト削減策を講じたもの

の、業績は急速に悪化いたしました。 

この結果、売上高 295,334 千円（前期比 75.6％減）、営業損失 230,145 千円（前期は営業損失 390,421

千円）、経常損失 246,321 千円（前期は経常損失 408,842 千円）、当期純損失 281,655 千円（前期は当期

純損失 437,424 千円）となりました。 

事業部門別業績は次のとおりであります。 

  半導体関連事業 

半導体関連事業におきましては、平成 23 年１月 27日に既報のとおり、当社事業と直接的に結びつく

国内半導体業界の設備投資需要の回復の遅れと早期の売上確保につながる新規商材が確保できなかっ

たことから不振が継続し、当面の売上拡大が見込めず、専門的人材の維持にかかる費用負担も大きいこ

と等を理由に、平成 23 年２月末日付で当該半導体事業の事業活動の一時凍結を実施しております。 

その結果、売上高は 72,581 千円（前期比 94.0％減）となりました。 

  LED 照明機器販売事業 

   LED 照明機器販売事業におきましては、平成 22 年９月７日に日本エーエム株式会社の販売代理店の一

部及び同社における LED 事業に関する一部従業員の移管を含む業務提携契約を締結し、平成 22 年９月

８日より業務提携の強化を実施、LED 事業の拡大とそれによる業績の回復を目指してまいりました。し

かしながら、平成 22 年９月より本格的に開始した LED 事業においては、その後の当社の信用不安に加

え、日本エーエム株式会社から移管を受けた販売代理店との契約の再締結の遅れ等から販売網の整備に

遅れが生じたことや LED 照明市場の拡大につながる国内の設備投資需要の回復が遅れたことに加えて、

平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災による企業の経済活動・設備投資活動の混乱や停滞などに

より、当事業年度の売上は伸び悩む結果となりました。 

   その結果、売上高は 222,752 千円（前期実績なし）となりました。 

    

② 次期の見通し 

今後の見通しにつきましては、米国債の格下げや欧州各国の財政悪化に伴う国際金融市場の混乱とそ

れに伴う円高傾向の継続、東日本大震災後の放射能汚染や電力供給懸念、企業の設備投資マインドの低
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迷の長期化など、わが国経済に対する悪影響の長期化が予測される中、景気の見通しは引き続き厳しい

状況が続くものと思われます。 

しかしながら、当社の主要事業である事業者向け LED 照明販売においては、特に原子力発電所の再稼

働問題や再生エネルギー中心への政策転換の可能性等、中長期的な電力の安定供給体制への懸念から、

企業の節電施策の一環として節電照明機器導入が加速しており、LED 照明機器の需要は今後も拡大が予

想されます。当社においても、平成 23 年７月 26 日に既報の通り、株式会社ヤマダ電機の新規出店直営

店舗のＬＥＤ照明化の受注を獲得するなど、当社ＬＥＤ照明機器販売事業における受注活動は第 12 期か

ら大きく成長していくものと見込んでおります。 

また、平成 23 年６月３日に株式会社 ASK および株式会社アールアンドアールと締結いたしました業務

提携契約により、株式会社アールアンドアールが企画し、株式会社 ASK が事業展開する「車検ハンター」

システム(*)事業への取組みを検討し期中に開始していくことで合意しており、同グループ企業や取引先

と共同して、その販売拡大を進めていくとともに、株式会社 ASK および株式会社アールアンドアールが

得意としている自動車関連産業分野での展開可能性の検討を進めていく等、新たな収益源となりえる新

規事業開発に取組んでまいります。 

以上により、次期の業績の見通しといたしましては、売上高 2,547 百万円（前年比 862.4％増）、営業

利益 88 百万円（当期は営業損失 230 百万円）、当期純利益 83 百万円（当期は当期純損失 281 百万円）

を予定しております。 

(*)「車検ハンター」システム：株式会社アールアンドアールの企画により、ガソリンスタンド（以下「SS」）の

情報ステーション化を見据え、株式会社 ASK がメーカーとして新規に展開している SS 向けシステム。SS に来訪

した自動車のナンバープレートをカメラで読み取り、そのナンバーと国土交通省のデータベースとを突合させ

ることで、自動車の車検時期等の把握を行うことで、近年、セルフ化が進んで人員が削減されている SS での車

検セールス等につなげていくことを目的としています。 
 

(2) 財政状態に関する分析 

  ① 資産の状況 
当事業年度末における流動資産の残高は、238,910 千円（前事業年度末比 138,067 千円減）となりま

した。その主な要因は、LED 事業の本格化に伴い売掛金が 23,827 千円増加し、また LED 商品在庫の増

加により商品が 35,361 千円増加した一方で、DCG システムズ株式会社に対する未収入金を約定に基づ

き回収したことにより未収入金が 123,722 千円減少し、また現金及び預金が 58,916 千円減少し、さら

に半導体事業の凍結に伴い原材料及び貯蔵品が 8,833 千円減少したこと等によるものであります。 

また、当事業年度末における固定資産の残高は、30,505 千円（前事業年度末比 80,149 千円減）とな

りました。その主な要因は、平成 22 年９月の LED 事業譲受に伴い計上したのれん代 25,000 千円から

当事業年度の償却額を差し引いた 20,833 千円が増加した一方で、長期定期預金の解約及び流動資産へ

の振替による減少 50,000 千円、DCG システムズ株式会社に対する長期未収入金の流動資産への振替に

よる長期未収入金 23,400 千円の減少、関連会社である株式会社アークステーションの株式の減損処理

による関係会社株式 12,761 千円の減少、さらに半導体事業の凍結に伴い横浜テクニカルセンターを閉

鎖したことなどによる建物 8,434 千円の減少等によるものであります。 

この結果、当事業年度末における総資産は 269,415 千円（前事業年度末比 218,215 千円減）となりま

した。 
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② 負債の状況 
当事業年度末における流動負債の残高は、142,617 千円（前事業年度末比 7,217 千円減）となりま

した。その主な要因は、LED事業の本格化に伴い買掛金が36,309千円増加した一方で、前受金が37,647

千円減少するとともに、１年内返済予定の長期借入金および 1年内償還予定の社債の返済ならびに償

還額から固定負債からの振替分を差し引いた有利子負債が6,848千円純減したこと等に伴うものであ

ります。 

また、当事業年度末における固定負債の残高は、80,000 千円（前事業年度末比 57,030 千円減）と

なりました。その主な要因は、流動負債への振替により社債が 40,000 千円、長期借入金が 17,030 千

円減少したことによるものであります。 

この結果、当事業年度末における負債合計は 222,617 千円（前事業年度末比 64,247 千円減）とな

りました。 

 
③ 純資産の状況 
  当事業年度末における純資産の残高は、46,798 千円（前事業年度末比 153,968 千円減）となりまし

た。その主な要因は、平成 22 年９月および平成 23 年６月に実施した第三者割当増資により、資本金

ならびに資本準備金がそれぞれ 62,492 千円増加した一方で、当期純損失を 281,655 千円計上したこ

とに伴うものです。 

 
④ キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ 86,916

千円減少し、67,741 千円となりました。なお、当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそ

れらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ･フロー） 

  営業活動の結果支出した資金は 173,917 千円（前事業年度は 184,134 千円の獲得）となりました。

これは、税引前当期純損失が 277,395 千円になったことに加え、その他の負債の減少 38,849 千円や

売上債権の増加 23,827 千円等の資金減少に対し、資金の増加はその他の資産の減少 82,662 千円や

仕入債務の増加 36,309 千円等に留まったことによるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果得られた資金は 32,342 千円（前期比 7,809 千円の増加）となりました。これは、

長期預金の解約による収入 50,000 千円、固定資産の売却により 41,493 千円の資金増加があった一

方で、LED 事業の譲受対価の支出 25,000 千円、定期預金の払戻額から預入額を差し引いた純減額

28,000 千円の資金減少があったこと等によるものです。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果得られた資金は 63,847 千円（前事業年度は 456,122 千円の支出）となりました。

これは、長期借入金の返済による支出 23,878 千円および社債の償還による支出 40,000 千円による

資金減少があったものの、増資および新株予約権の発行に伴う収入 127,725 千円による資金増加が

あったことによるものです。 
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なお、当社のキャッシュ・フロー指標の推移は次のとおりです。 
 平成21年６月 平成22年６月 平成23年６月 
自己資本比率（％） 40.3 41.2 16.4 

時価ベースの自己資本比率（％） 19.8 52.8 103.2 

債務償還年数（年） 6.6 1.1 － 

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ（倍） 

6.7 19.1 － 

（注）１．各指標の算出は、以下の数式を使用しております。 
     自己資本比率：自己資本／総資産 
     時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
     債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
     インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
   ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

３．キャッシュ・フローは、キャッシュ･フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを

使用しております。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払

っているすべての負債を対象としております。また、利払いについては、キャッシュ・フ

ロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
４．債務償還年数、インタレスト・カバレッジ・レシオにつきましては、平成 23 年６月期の営

業キャッシュ･フローがマイナスであるため、記載しておりません。 
 

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主に対する利益還元の実施を経営の重要課題の一つと認識しております。しかしながら、

従来の主要事業であった半導体事業については当面収益を確保することが見込めないものと判断し、事

業を凍結する一方で、安定的に利益計上を行うために LED 事業を中心とする現行事業モデルへの変革を

実施し、財務基盤の回復に注力するとともに、事業領域の拡大による利益体質の確立を最優先事項と位

置づけております。このため、当期、次期においては累積損失の解消を最優先とし、内部留保を充実さ

せるために、配当は見送らせて頂く方針でございますが、将来的には経営成績及び財務状況の改善に応

じて、配当等による株主への利益還元を検討していく所存であります。 

 
(4) 事業等のリスク 
   ①LED照明販売事業の在庫リスク 

    当社は、顧客の様々なニーズに素早く対応するためにも、相応の在庫を保有する必要があります。

一方、加速度的な技術発展に伴い商品サイクルの短縮や価格競争による在庫商品の陳腐化に伴い、在

庫商品の販売価格が当社の予測と乖離した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

    

   ②LED照明販売事業における販売代理店契約について 

    当社は、国内外の優良なLED照明商材を製造メーカーおよびその代理店から仕入れて、当社顧客に

販売し、または販売代理店等に卸売りしております。しかしながら、LED照明業界全体での販売代理

店獲得における競争の激化や地域的な偏りなどの理由から、販売代理店契約の解除や脱退などに伴い、

当社の業績に影響が及ぶ可能性があります。 
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    また、多数の販売代理店契約の締結により、貸倒リスクが発生する可能性があり、当社の収益に影

響を及ぼす可能性があります。 

    

   ③継続企業等の前提に関する重要な事象等 

前事業年度において営業損失390,421千円、経常損失408,842千円および当期純損失437,424千円を

計上したことに引き続いて、当事業年度においても営業損失230,145千円、経常損失246,321千円およ

び当期純損失281,655千円を計上しております。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させるような状況が存在しております。 

当社は、当該状況を解消すべく「中期経営計画」を策定し、以下の施策を着実に実行してまいる所

存であります。 

当社といたしましては、当該状況を解消すべく「中期経営計画」を策定し、その施策を着実に実行

してまいる所存でありますが、わが国経済の景気及び当社の属するLED照明販売業界の動向は、今後も

不安定な状態が続くものと予想されますので、これらの施策が計画通りに実現されなかった場合には

予想している利益が確保できない可能性があり、資金不足に陥る可能性があるため、現時点では継続

企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

    

④当社株式の実質的存続性の喪失に係る猶予期間入りについて 

当社株式は平成23年１月27日以降、株式会社名古屋証券取引所の株券上場廃止基準第２条の２第１

項第５号の規定で準用する同基準第２条第１項９号aの規定により、合併等による実質的存続性の猶予

期間に入っております。当該猶予期間である平成26年６月30日までに株式上場審査基準に準じて株式

会社名古屋証券取引所がその取扱において定める基準に当社が適合すると認められない場合、当社株

式の上場が廃止となる可能性があります。 

当社といたしましては、当該状況を解消すべく、現在注力しているLED事業を主要事業として収益

基盤を確立し、新規上場に準じた審査を通過できるよう、万全の準備を行っていく所存であります。 

    

   ⑤その他 

   （ⅰ）配当政策について 

      当社は、設立以来現在に至るまで、財務体質の強化と積極的な事業展開に備えるため利益配当

は実施しておりません。しかしながら株主の皆様に対する利益還元は最も重要な経営課題のひと

つと認識しております。今後は、当社の事業拡大に努めるために内部留保を充実させることを勘

案しながら、将来的には各期の経営成績を考慮に入れて積極的に利益還元について検討してまい

る所存であります。 

    

   （ⅱ）潜在株式について 

当社は、平成23年６月29日開催の臨時株主総会の特別決議に基づき、ＮＲ投資事業組合に対し

て新株予約権を発行しております。この新株予約権の行使期間は平成24年１月１日から平成28年

６月30日となっており、本件新株予約権が行使された場合、１株当たり株式の価値は希薄化しま

す。なお、平成23年８月18日現在の発行済株式総数は106,956株に対して、本件新株予約権による

潜在株式数は20,000株となっております。 
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2. 企業集団の状況  

(1) 事業の内容 

当社は、半導体関連事業と LED 証明機器販売事業をおこなっております。 

半導体関連事業につきましては、平成 23 年２月末をもって、従来の主力事業であった半導体製造装

置と関連ソフトウェア等の販売、技術サービス、保守サポート等の一連の事業を凍結し、関連資産の処

分や人員整理、既存の契約関係の外部移管等を実施しており、すでに新規の営業活動も一切行っており

ません。 

なお、当事業年度におきましては、一部当該事業の売上及び売上原価等の関連する損益が計上されてお

ります。 

LED 照明機器販売事業につきましては、LED 照明機器を国内外の製造メーカーまたは代理店から仕入

れ、顧客への販売および代理店またはリース会社等への卸売販売を行っております。 

以上の事項を事業等系図によって示すと、以下のとおりであります。 
 
 

[事業系統図] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、半導体関連事業につきましては平成23年２月末日をもって事業を一時凍結していることから、

記載を省略しております。 
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3. 経営方針  

(1) 会社の経営の基本方針 

当社は、常に新しい視点で経営を捉え、新しいビジネススキームを創造することにより企業としての

持続的な発展を遂げ、社会貢献する企業であり続けることを経営理念としており、品質・納期・コスト

改善に関する具体的な問題解決を求めている顧客ニーズに対応できる、より有効なビジネスモデルを常

に追求していくことを経営方針としております。 

 

(2) 目標とする経営指標 

当社は、三期連続での赤字計上によって大幅に毀損している株主価値の回復を実現すべく、積極的な

事業展開によって収益基盤の確立、拡大を図っていく方針であります。当社といたしましては、まずは

通期での黒字転換を図ることが最も重要であると認識しております。また、主要事業を展開している LED

照明機器市場は急拡大市場であり、当該市場における存在感向上を目的として、相応の利益率の確保を

前提とした売上高ならびにその伸長率を重視するとともに、その向上に努めてまいる所存です。 

 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

当社は、設立以来半導体製造に係る装置販売、技術サービス、デバイス設計関連ソフトウェアを主体

とする半導体関連事業に特化した企業でありましたが、当該事業での業績回復の見通しが立たないもの

と判断し、平成 23 年１月 27 日に発表した経営改善計画の通り、事業を一時凍結しております。 

これに伴って、平成22年９月より本格的に参入したLED照明機器販売事業を主要事業として、当社事業

基盤の確立を急ぐことを基本戦略とした、企業戦略の転換を図っている最中でございます。当時想定し

ていた、平成23年６月単月黒字化は若干ずれ込んではおりますが、株式会社ヤマダ電機の新規直営店舗

へのLED照明販売が順調に立ち上がりつつあるとともに、同社の展開しているあかりレンタル(*)事業へ

の協力により、LED照明販売事業の拡大が期待できる状況となっております。したがって、当面株式会

社ヤマダ電機との取引拡大に注力してまいりますが、これと並行して、LED照明化を企図する顧客開拓

を進め、顧客基盤の拡充を図るとともに、既存代理店との関係強化に努め、販売基盤の拡充を推進して

まいります。 

さらに、今後の主力仕入先と位置付けております株式会社共立電機製作所と共同でトンネル灯や街路

灯など公共機関や自治体等への入札案件に取組み、事業実績の積み上げを図っていくことで、急成長が

見込まれる環境関連業界の中で独自のポジショニングを確立していく方針であります。 

また、当社としては、新たな収益基盤を確保するために業務提携契約を締結した株式会社 ASK および

株式会社アールアンドアールの協力を得ながら、両社が得意とする自動車関連産業分野での新規事業開

発を推進していく方針であり、現在、両社がその取引先と展開を進めている車検ハンター事業の立ち上

げを準備しております。 

当社といたしましては、これらの事業を複合的に確立していくことで、安定した企業構造を確立して

いくとともに、当社信用力を早期に回復し、更なる事業拡大に向け、取り組んでいく所存であります。 

(*)「あかりレンタル」：ヤマダ電機株式会社グループとの共同事業として展開を進めている倉庫や工場の天井を

中心とした高所に用いられている水銀灯などに代替させる大型 LED 照明機器等のレンタル事業。水銀灯は電力

消費量が特に大きいため、LED 照明への代替による電気料金の削減効果が大きいことから、エンドユーザーは

LED 照明の導入によって削減される電力料金の一部を見合とするレンタル代金を支払う契約を結ぶことにより、

初期導入費用を負担せずに LED 照明を利用することが出来るもの。近時は、設置条件によっては直管型蛍光管

7



 

を用いたレンタルスキームで採算に乗るケースも出始めており、高所、一般店舗等、幅広く営業を進めていく

方針。 
 

(4) 会社の対処すべき課題 

今後の我が国経済は世界的な金融不安や円高、株式市場の低迷、電力供給に関する懸念等の影響から、

設備投資、個人消費、雇用情勢ともに引き続き厳しい状況が続くことが予想されており、当社の主要事

業であるLED照明販売事業が設備投資関連事業であるという観点から景気低迷の影響は避けられないも

のと予想されます。 

一方で、企業の節電意識の高まりもあって、LED 照明機器の需要が急速に高まっていることも事実で

あり、当社としてはこれを大きなビジネスチャンスととらえ、LED 照明販売事業での収益体制を早期に

確立するとともに、LED 照明機器の需要が一段落することも念頭において、新規事業の開発を推進して

いくという方針のもと、以下の項目を重点課題として確実に実施してまいります。 

①LED 照明販売事業の収益体制確立 

当社は昨年、LED 照明販売を本格的に開始しており、ようやく収益基盤としての確立の目処が立ちつ

つある状況となっておりますが、競合他社の参入も激化していることから、仕入先である株式会社共立

電機製作所との連携を強化し、商品供給体制の確立と商品の差別化を推進するとともに、顧客への共同

提案をスピーディーに実施できる体制を構築してまいります。 

②新規事業開発 

業務提携先である株式会社 ASK および株式会社アールアンドアールの支援を得ながら、両社が得意と

する自動車関連産業分野での新規事業開発を推進してまいります。また、新規事業開発に際し、早期の

事業立ち上げに資すると判断すれば、事業譲受等を含めた M&A の検討も行ってまいります。 

 

(5) 関連会社等に関する事項 

当社は、株式会社アークステーションと提携関係にあり、同社株式の 37%を保有しております。しか

しながら、当社が半導体事業を一時凍結したことから、今後の関係につきまして、同社と協議を進めて

まいりました結果、提携関係を解消する方向で調整することで先方と合意し、その結果、保有している

同社の株式につきましても同社の指定する譲受先へ譲渡する方向で調整しております。したがいまして

提携関係の解消と株式の譲渡が完了した場合、同社は当社の関連会社ではなくなることとなります。 

 

(6) 関連当事者との関係に関する基本方針 

関連当事者との取引につきましては、取引の必要性、取引条件等について検討を行い、重要性が高い

と判断される取引につきましては、取締役会の承認を経た上で実行しております。 
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年６月30日) 

当事業年度 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 163,658 ※3  104,741 

売掛金 29,880 53,707 

商品 4,376 39,737 

仕掛品 181 － 

原材料及び貯蔵品 9,257 424 

前渡金 5,798 － 

前払費用 6,353 4,311 

未収入金 152,762 29,040 

未収消費税等 － 5,447 

その他 4,708 2,298 

貸倒引当金 － △800 

流動資産合計 376,977 238,910 

固定資産   

有形固定資産   

建物 18,139 － 

減価償却累計額 △9,705 － 

建物（純額） 8,434 － 

車両運搬具 － 857 

減価償却累計額 － △71 

車両運搬具（純額） － 785 

工具、器具及び備品 28,339 6,077 

減価償却累計額 △24,013 △5,060 

工具、器具及び備品（純額） 4,325 1,016 

有形固定資産合計 12,760 1,802 

無形固定資産   

のれん － 20,833 

ソフトウエア 3,208 3,131 

無形固定資産合計 3,208 23,964 

投資その他の資産   

投資有価証券 113 － 

関係会社株式 12,761 0 

長期前払費用 4,937 3,375 

差入保証金 3,471 1,362 

長期預金 50,000 － 

長期未収入金 23,400 － 

その他 － 0 

投資その他の資産合計 94,685 4,737 

固定資産合計 110,654 30,505 

資産合計 487,631 269,415 
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年６月30日) 

当事業年度 
(平成23年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※2  16,812 53,122 

1年内返済予定の長期借入金 23,878 17,030 

1年内償還予定の社債 40,000 ※3  40,000 

未払金 13,833 16,577 

未払費用 7,008 9,265 

未払法人税等 986 5,460 

前受金 37,647 － 

預り金 4,463 － 

製品保証引当金 3,301 － 

その他 1,903 1,160 

流動負債合計 149,834 142,617 

固定負債   

社債 120,000 ※3  80,000 

長期借入金 17,030 － 

固定負債合計 137,030 80,000 

負債合計 286,864 222,617 

純資産の部   

株主資本   

資本金 149,055 211,548 

資本剰余金   

資本準備金 142,955 205,448 

その他資本剰余金 650,555 650,555 

資本剰余金合計 793,510 856,003 

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △705,612 △987,268 

利益剰余金合計 △705,612 △987,268 

自己株式 △36,225 △36,225 

株主資本合計 200,728 44,058 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 37 － 

評価・換算差額等合計 37 － 

新株予約権 － 2,740 

純資産合計 200,766 46,798 

負債純資産合計 487,631 269,415 
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高   

商品売上高 1,031,320 248,223 

テクニカル売上高 ※5  182,003 ※5  47,110 

売上高合計 1,213,323 295,334 

売上原価   

商品売上原価   

商品期首たな卸高 472,923 4,376 

当期商品仕入高 574,391 235,675 

合計 1,047,314 240,052 

他勘定振替高 ※1  39,486 ※1  883 

商品期末たな卸高 4,376 43,925 

商品評価損 － 242 

商品売上原価 1,003,451 195,485 

テクニカル売上原価 ※5  268,350 ※5  45,367 

売上原価合計 1,271,801 240,852 

売上総利益又は売上総損失（△） △58,478 54,481 

販売費及び一般管理費 ※2  331,943 ※2  284,627 

営業損失（△） △390,421 △230,145 

営業外収益   

受取利息 336 73 

受取配当金 － 7 

受取賃貸料 ※5  5,504 ※5  5,376 

雑収入 ※5  501 716 

営業外収益合計 6,341 6,172 

営業外費用   

支払利息 6,970 853 

社債利息 2,269 1,774 

債権売却損 2,686 － 

為替差損 3,595 7,285 

支払手数料 5,500 7,493 

貸倒損失 － 1,182 

雑損失 3,739 3,759 

営業外費用合計 24,761 22,348 

経常損失（△） △408,842 △246,321 

特別利益   

貸倒引当金戻入額 1,054 － 

製品保証引当金戻入額 － 752 

特別利益合計 1,054 752 
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

特別損失   

固定資産売却損 844 － 

固定資産除却損 ※3  1,773 － 

減損損失 ※6  2,421 ※6  10,579 

関係会社株式評価損 － 12,761 

本社移転費用 4,715 － 

事業整理損 19,522 8,485 

特別損失合計 29,277 31,826 

税引前当期純損失（△） △437,065 △277,395 

法人税、住民税及び事業税 359 4,260 

法人税等合計 359 4,260 

当期純損失（△） △437,424 △281,655 
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（３）株主資本等変動計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成23年６月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 149,055 149,055 

当期変動額   

新株の発行 － 62,492 

当期変動額合計 － 62,492 

当期末残高 149,055 211,548 

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 142,955 142,955 

当期変動額   

新株の発行 － 62,492 

当期変動額合計 － 62,492 

当期末残高 142,955 205,448 

その他資本剰余金   

前期末残高 650,555 650,555 

当期末残高 650,555 650,555 

資本剰余金合計   

前期末残高 793,510 793,510 

当期変動額   

新株の発行 － 62,492 

当期変動額合計 － 62,492 

当期末残高 793,510 856,003 

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △268,188 △705,612 

当期変動額   

当期純損失（△） △437,424 △281,655 

当期変動額合計 △437,424 △281,655 

当期末残高 △705,612 △987,268 

利益剰余金合計   

前期末残高 △268,188 △705,612 

当期変動額   

当期純損失（△） △437,424 △281,655 

当期変動額合計 △437,424 △281,655 

当期末残高 △705,612 △987,268 

自己株式   

前期末残高 △36,225 △36,225 

当期末残高 △36,225 △36,225 
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成23年６月30日) 

株主資本合計   

前期末残高 638,152 200,728 

当期変動額   

新株の発行 － 124,985 

当期純損失（△） △437,424 △281,655 

当期変動額合計 △437,424 △156,670 

当期末残高 200,728 44,058 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 － 37 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 37 △37 

当期変動額合計 37 △37 

当期末残高 37 － 

新株予約権   

前期末残高 － － 

当期変動額   

新株予約権の発行 － 2,740 

当期変動額合計 － 2,740 

当期末残高 － 2,740 

純資産合計   

前期末残高 638,152 200,766 

当期変動額   

新株の発行 － 124,985 

当期純損失（△） △437,424 △281,655 

新株予約権の発行 － 2,740 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 37 △37 

当期変動額合計 △437,387 △153,967 

当期末残高 200,766 46,798 
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純損失（△） △437,065 △277,395 

減価償却費 7,789 4,650 

減損損失 2,421 10,579 

のれん償却額 － 4,166 

長期前払費用の増減額（△は増加） 640 942 

差入保証金償却額 － 1,333 

製品保証引当金の増減額（△は減少） △8,047 △3,301 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,054 800 

受取利息及び受取配当金 △336 △80 

為替差損益（△は益） △2,739 9,188 

支払利息 9,240 2,628 

固定資産売却損益（△は益） 844 － 

固定資産除却損 1,773 － 

事業整理損失 － 1,304 

関係会社株式評価損 － 12,761 

売上債権の増減額（△は増加） 77,934 △23,827 

たな卸資産の増減額（△は増加） 640,915 1,058 

その他の資産の増減額（△は増加） 93,411 82,662 

仕入債務の増減額（△は減少） △104,234 36,309 

未払費用の増減額（△は減少） △16,086 2,669 

その他の負債の増減額（△は減少） △73,567 △38,849 

その他 2,561 3,296 

小計 194,401 △169,102 

利息及び配当金の受取額 346 125 

利息の支払額 △9,705 △3,040 

法人税等の支払額 △908 △1,899 

営業活動によるキャッシュ・フロー 184,134 △173,917 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △37,000 △61,000 

定期預金の払戻による収入 48,000 33,000 

長期預金の解約による収入 － 50,000 

有形固定資産の取得による支出 △3,785 △198 

有形固定資産の売却による収入 1,775 9,099 

無形固定資産の取得による支出 － △3,600 

無形固定資産の売却による収入 － 32,394 

のれんの取得による支出 － △25,000 

投資有価証券の売却による収入 － 211 

出資金の払込による支出 10 － 

差入保証金の差入による支出 △3,392 △2,565 

差入保証金の回収による収入 18,925 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー 24,532 32,342 
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △347,000 － 

長期借入金の返済による支出 △69,122 △23,878 

社債の償還による支出 △40,000 △40,000 

株式の発行による収入 － 124,985 

新株予約権の発行による収入 － 2,740 

財務活動によるキャッシュ・フロー △456,122 63,847 

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,739 △9,188 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △244,714 △86,916 

現金及び現金同等物の期首残高 399,373 154,658 

現金及び現金同等物の期末残高 ※  154,658 ※  67,741 
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(5) 継続企業の前提に関する注記 

当社は、前事業年度において営業損失390,421千円、経常損失408,842千円および当期純損失437,424千

円を計上したことに引き続いて、当事業年度においても営業損失230,145千円、経常損失246,321千円お

よび当期純損失281,655千円を計上しております。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させるような状況が存在しております。 

当社は、当該状況を解消すべく「中期経営計画」を策定し、以下の施策を着実に実行してまいる所存

であります。 

  ① 経営体制の強化 

当社は、平成23年１月に就任した代表取締役、平成23年６月に新たに選任した取締役３名を含め

た取締役５名によって、事業戦略を構築し、経営の意思決定を迅速に実行するための経営体制を再

構築してまいります。 

  ② LED照明販売事業の展開 

当面、主要顧客であり、戦略的パートナーと位置づける株式会社ヤマダ電機との連携強化を進め、

同社の直営店舗のLED照明化の受注ならびに同社の推進している「あかりレンタル」事業の支援を通

じて、販売拡大を推進していく所存です。同時に、LED照明化を企図する顧客開拓を進め、顧客基盤

の拡充を図るとともに、既存代理店との関係強化に努め、販売基盤の拡充を推進してまいります。 

さらに、今後の主力仕入先と位置付けております株式会社共立電機製作所と共同でトンネル灯や

街路灯など公共機関や自治体等への入札案件に取組み、事業実績の積み上げを図ってまいります。 

  ③ LED照明開発サポート 

株式会社共立電機との連携を強化し、同社に顧客ニーズをフィードバックすることで、競争力の

ある商品開発サポートを実施するとともに、当社の主力商品としての安定供給体制を確立してまい

ります。 

  ④ 新規事業開発 

業務提携契約を締結した株式会社ASKおよび株式会社アールアンドアールの協力を得ながら、両社

が得意とする自動車関連産業分野での新規事業開発を推進してまいります。 

しかしながら、これらの施策は実行途上にあり、計画が達成されない場合は、資金不足に陥る可能性

があるため、現時点においては継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 
なお、財務諸表は継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の

影響を財務諸表には反映しておりません。 
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(6) 重要な会計方針 
 

項目 
前事業年度 

(自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

（1）その他有価証券 

   時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法

により算定）を採用しております。 

   時価がないもの 

   移動平均法による原価法を採用

しております。 

（2）関係会社株式 

   移動平均法による原価法を採用し

ております。 

（1）その他有価証券 

   時価のあるもの 

― 

 

 

   時価がないもの 

― 

 

（2）関係会社株式 

同左 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価法 
時価法によっております。 ― 

３ 通常の販売目的で保有す

るたな卸資産の評価基準

及び評価方法 

 商品（装置）、仕掛品 

  個別法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）によっておりま

す。 

 商品（部品）、原材料 

  総平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）によっており

ます。 

商品 

― 

 

 

 

 貯蔵品 

  最終仕入原価法（貸借対照法価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）による原価法によっ

ております。 

商品（装置）、仕掛品 

― 

 

 

 

商品（部品）、原材料 

― 

 

 

 

商品 

総平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）によっており

ます。 

貯蔵品 

同左 

 

 

 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

  定率法によっております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  建物 ８年～15年 

  工具、器具及び備品 ３年～12年 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 

  ソフトウエア 

   自社利用のソフトウエアについ

ては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によってお

ります。 

（3）長期前払費用 

   定額法によっております。 

（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

  定率法によっております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  車両運搬具 ２年 

工具、器具及び備品 ３年～10年 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 

  ソフトウエア 

   自社利用のソフトウエアについ

ては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によってお

ります。 

（3）長期前払費用 

同左 

５ 繰延資産の処理方法 

 

― 

 

株式交付費 

 支出時に全額費用としております。 
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６ 引当金の計上基準  貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついて個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

 製品保証引当金 

  将来発生する製品の無償サービス

費用に備えるため、製品ごとの過去の

支出実績率を基礎として算出した無償

サービス費用の見積額を引当金として

計上しております。 

貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

製品保証引当金 

― 

７ ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法 

  繰越ヘッジ処理を採用しておりま

す。なお、為替予約については、振当

処理の要件を満たしている場合には、

振当処理を採用しております。 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象） 

為替予約   外貨建金銭債権債務等 

（3）ヘッジ方針 

  外貨建取引の為替相場の変動リス

クを回避する目的で為替予約取引を

行っており、ヘッジ対象の識別は個別

契約毎に行っております。金利スワッ

プ取引については、将来の金利の変動

によるリスクをヘッジしており、投機

的な取引は行わない方針であります。 

 

（4）ヘッジの有効性評価の方法 

  為替予約については、為替予約の締

結時に、リスク管理方法に従って、同

一通貨建による同一金額で同一期日

の為替予約をそれぞれ振当てている

ため、その後の為替相場の変動による

相関関係は完全に確保されているの

で決算日における有効性の評価を省

略しております。 

― 

８ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

  キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっており

ます。 

同左 

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 
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 (7) 重要な会計方針の変更 

会計方針の変更 
 

前事業年度 
(自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日) 

            ― 

 

 

 

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去

債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

 なお、これによる損益に与える影響はありません。 

 

 

表示方法の変更 
  前事業年度 

(自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日) 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（貸借対照表関係） 

１．前事業年度において区分掲記しておりました「前渡

金」（当事業年度末残高1,356千円）は、資産の総額の100

分の１以下となったため、当事業年度においては流動資

産の「その他」に含めて表示しております。 

 

２．前事業年度において流動資産の「その他」に含めて

表示しておりました「未収消費税」（前事業年度末残高

4,172千円）は、資産の総額の100分の１を超えたため、

当事業年度より区分掲記しております。 

 

３．前事業年度において区分掲記しておりました「預り

金」（当事業年度末残高964千円）は、負債及び純資産の

合計額の100分の１以下となったため、当事業年度におい

ては流動負債の「その他」に含めて表示しております。 
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(8) 財務諸表に関する注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

前事業年度 
(平成22年６月30日) 

当事業年度 
(平成23年６月30日) 

１．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行１行と当座貸越契約を締結しております。 

当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金

未実行残高等は次のとおりであります。 

当座貸越極度額の総額    400,000千円 

貸出実行残高           0千円 

差引額           400,000千円 
 

１．        ― 

※２．関係会社に対する負債 

   買掛金     3,098千円 

※２．関係会社に対する負債 

         ―  

※３.          ― 

 

※３．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

預金           28,000千円 

担保付債務は次のとおりであります。 

１年内償還予定の社債   40,000千円 

社債           80,000千円        

 計          120,000千円 
 

 

 

(損益計算書関係) 

 
前事業年度 

(自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日) 

※１．他勘定振替高の主たるものは、過年度仕入に係る

装置品につき返品したことによる、未収入金への

振替高であります。 

※１．他勘定振替高の主たるものは、LED商品をサンプ

ル品として提供したことによる販売促進費への

振替高であります。 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は57％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は42％

であります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

荷造運賃 14,338千円 

旅費交通費 19,386千円 

役員報酬 27,819千円 

給与手当 119,785千円 

賞与 160千円 

法定福利費 16,938千円 

地代家賃 8,957千円 

支払手数料 29,300千円 

顧問料 31,899千円 

減価償却費 4,377千円 

     

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は55％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は45％

であります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

荷造運賃 7,816千円 

旅費交通費 14,225千円 

役員報酬 20,525千円 

給与手当 94,690千円 

法定福利費 15,732千円 

地代家賃 9,320千円 

支払手数料 44,369千円 

顧問料 17,246千円 

減価償却費        3,506千円 

貸倒引当金繰入額         800千円 

※３．固定資産売却損は、工具器具及び備品の売却に伴

うものであります。 

― 
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※４．固定資産除却損の主な内容は、次のとおりであり

ます。 

    工具、器具及び備品         81千円 

    ソフトウェア          1,643千円 

― 

※５．関係会社に対する取引は、次のとおりであります。 

    テクニカル売上高 4,010千円 

    テクニカル売上原価 21,835千円 

    受取賃貸料 239千円 

    雑収入              0千円 

※５．関係会社に対する取引は、次のとおりであります。 

    テクニカル売上高 400千円 

    テクニカル売上原価 15,201千円 

    受取賃貸料 150千円 

※６．減損損失 

当社は、以下の資産グループについて減損損失を

計上しました。 

場所 用途 種類 

本社 

（神奈川県横浜市） 
本社設備 

建物附属 

設備 

（１） 資産のグルーピングの方法 

当社は、原則として、事業用資産については事

業を基礎としたプロダクツ単位でグルーピングを

行っております。また、本社設備については、独

立したキャッシュ・フローを生み出さないことか

ら共用資産としております。 

（２） 減損損失の認識に至った経緯 

共用資産である本社の移転を決議したことに伴

い、移転後に必要となる設備を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として計上してお

ります。 

（３） 回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は、正味売却可能価額により測定

しております。 

（４） 減損損失の金額 

減損処理額2,421千円を減損損失として特別損

失に計上しております。 

※６．減損損失 

当社は、以下の資産グループについて減損損失を

計上しました。 

場所 用途 種類 

横浜テクニカル

センター（神奈川

県横浜市） 

半導体事

業関連設

備 

建物 

本社 

（東京都港区） 

本社設備

等 

建物 

工具、器具及

び備品 

ソフトウェア 

（１） 資産のグルーピングの方法 

当社は、原則として、事業用資産については事

業を基礎としたプロダクツ単位でグルーピングを

行っております。また、本社設備については、独

立したキャッシュ・フローを生み出さないことか

ら共用資産としております。 

（２） 減損損失の認識に至った経緯 

半導体事業の事業活動の一時凍結を決定したこ

とに伴い、半導体事業に関連する設備及びこれに

関連する本社設備等を処分による回収可能額まで

減額し、当該減少額を減損損失として計上してお

ります。 

また、本社の移転を決定したことに伴い、共用

資産である設備等を移転後に必要となる回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計

上しております。 

（３） 回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は、正味売却可能価額により測定

しております。 

（４） 減損損失の金額 

減損処理額10,579千円を減損損失として特別損

失に計上しております。 
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(株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度(自 平成 21 年７月 1日 至 平成 22 年６月 30 日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度末株式

数 
当期増加株式数 当期減少株式数 

当事業年度末株式

数 

発行済株式     

普 通 株 式 

(注) 
50,623 株 ― 株  ― 株 50,623 株 

自己株式     

普通株式  338 株 ― 株 ― 株 338 株 

 

 

当事業年度 （自平成 22 年７月１日 至平成 23 年６月 30 日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度末株式

数 
当期増加株式数 当期減少株式数 

当事業年度末株式

数 

発行済株式     

普 通 株 式 

(注) 
50,623 株 56,333 株  ― 株 106,956 株 

自己株式     

普通株式  338 株 ― 株 ― 株 338 株 

 

 

２ 自己株式に関する事項 
   該当事項はありません。 
 
 

３ 新株予約権等に関する事項 

目的となる株式の数(株） 

内訳 
目的となる 
株式の種類 

前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

当事業 
年度末残高 
（千円） 

第４回新株予約権（平成
16年９月21日発行スト
ック・オプションとして
の新株予約権） 

 64 ― 24 40 ― 

第５回新株予約権 (平
成23年６月30日発行) 

普通株式 ― 20,000 ― 20,000 2,740 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しており

ます。 

２ 第４回新株予約権の減少は、権利失効によるものであります。 

第５回新株予約権の増加は、平成23年６月29日の臨時株主総会決議の基づき発行したことによります。 

    ３ 第５回新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 
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(キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
前事業年度 

(自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日) 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 （平成22年６月30日現在） 

現金及び預金勘定 163,658千円

預入期間３か月超の定期預金 9,000 〃 

 現金及び現金同等物 154,658千円
  

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 （平成23年６月30日現在） 

現金及び預金勘定 104,741千円

預入期間３か月超の定期預金 37,000 〃 

 現金及び現金同等物 67,741千円
  

 

 

 

 

(セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

１ 報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち独立分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、事業のカテゴリー別に｢半導体関連事業｣及び｢LED照明機器販売事業｣の２つを報告セグメントと

しております。 

当社は、「半導体関連事業」として、①半導体製造装置メーカーとの代理店契約に基づいた新品装置の販

売事業、②中古半導体製造装置を査定して買い取り、リファービッシュ（修理・再生）したうえで、顧客の

生産ラインに合わせて据付け調整、動作確認、立上げまで実施して通常３ヶ月間の品質保証付きで納入する

リファブ装置の販売事業、③半導体装置のリファービッシュ（修理・再生）・据付け・保守など技術サービ

ス及び補修部品の販売事業、さらに④デバイスの試作や設計等に係るソフトウェアの販売・保守・アプリケ

ーションサポートを行っておりましたが、平成 23 年１月 27 日に既報のとおり、半導体関連事業の事業活動

を一時凍結することを決定しております。 

 一方、「LED 照明機器販売事業」としては、LED 照明機器を①小売流通店舗、物流倉庫、オフィスビルや官

公庁等の顧客に LED 照明機器を販売する事業、②代理店契約（平成 23 年６月現在で 53 件）を締結している

卸売先及び LED 照明機器のリース・レンタル事業を営んでいる会社等に LED 照明機器を販売する事業を行っ

ております。 

 

 

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であり、

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

 当事業年度 （自平成22年７月１日 至平成23年６月30日） 

（単位：千円） 

報告セグメント 

 
半導体関連事業 

LED照明機器販売

事業 
計 

調整額 
財務諸表計上額 

（注1） 

売上高 

 外部顧客への売上高 

セグメント間の内部

売上高又は振替高計 

 

72,581 

 

― 

 

222,752 

 

― 

 

295,334 

 

― 

 

― 

 

― 

 

295,334 

 

― 

計 72,581 222,752 295,334 ― 295,334 

セグメント利益 △32,292 △197,853 △230,145 ― △230,145 

その他の項目 

 減価償却費 

 減損損失 

 

1,582 

7,852 

 

3,067 

― 

 

4,650 

7,852 

 

― 

2,727 

 

4,650 

10,579 

（注）1．セグメント利益は、損益計算書の営業利益と一致しております。 

 

【関連情報】 

 当事業年度 （自平成22年７月１日 至平成23年６月30日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

  セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

 

２．地域ごとの情報 

 （1）売上高 

   本邦以外への外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。 

 （2）有形固定資産 

   本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円） 

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名 

株式会社ヤマダ電機 49,054 LED照明機器販売事業 

株式会社デジアイズ 35,449 LED照明機器販売事業 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

当事業年度 （自平成22年７月１日 至平成23年６月30日） 

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

当事業年度 （自平成22年７月１日 至平成23年６月30日） 
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（単位：千円） 

報告セグメント 
 

半導体関連事業 LED照明機器販売事業 
調整額 合計 

当期償却額 ― 4,166 ― 4,166 

当期末残高 ― 20,833 ― 20,833 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

当事業年度 （自平成22年７月１日 至平成23年６月30日） 

 該当事項はありません。 

 

（追加情報） 

当事業年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用しております。 

 

 

（持分法損益等） 

前事業年度（自平成 21 年７月１日 至平成 22 年６月 30 日） 

   利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

 

当事業年度（自平成 22 年７月１日 至平成 23 年６月 30 日） 

   利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

 

 

（１株当たり情報） 

前事業年度 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日） 

 
１株当たり純資産額 3,992.58円 

１株当たり当期純損失金額(△) △8,698.90円 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在するものの１株当たり当期純

損失であるため、記載しておりません。 
  

 
１株当たり純資産額 413.24円 

１株当たり当期純損失金額(△) △4,857.22円 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在するものの１株当たり当期純

損失であるため、記載しておりません。 
  

 

(注) 算定上の基礎 

１. １株当たり純資産額 

 
前事業年度 

(自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日) 

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 200,766 46,798 

普通株式に係る純資産額（千円） 200,766 46,798 
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貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当

たり純資産額の算定に用いられた普通株式

に係る事業年度末の純資産額との差額の主

な内訳（千円） 

― ― 

普通株式の発行済株式数（株） 50,623 106,956 

普通株式の自己株式数（株） 338 338 

１株当たり純資産の算定に用いられた普通

株式の数（株） 
50,285 106,618 

 

 

 

２．１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎 

 
前事業年度 

(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日) 

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失 
（△）（千円） 

△437,424 △281,655 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失
（△）（千円） 

△437,424 △281,655 

普通株式の期中平均株式数（株） 50,285 57,987 

当期純利益調整額（千円） ― ― 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算

定に用いられた普通株式増加数の主要な内

訳（株） 

― ― 

普通株式増加数（株） ― 56,333 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含ま

れなかった潜在株式の概要 

新株予約権２種類 

 （新株予約権の数   112個) 

第３回新株予約権    48個 
第４回新株予約権    64個 

新株予約権２種類 

 （新株予約権の数  20,040個) 

第４回新株予約権    40個 

第５回新株予約権  20,000個 

 

 

（重要な後発事象） 

 前事業年度（自 平成 21 年７月１日 至 平成 22 年６月 30日） 

１. 当社は、平成22年８月２日開催の取締役会において、以下のとおり、平成22年９月６日を以って、日

本エーエム株式会社の一部事業である、LED事業を譲り受けることについて決議いたしました。 

なお、本事業譲受けに係る資金は、同日別途決議いたしました平成22年９月３日開催予定の当社臨時

株主総会において承認が得られることを条件として実施する第三者割当による新株式発行等により

調達することとしており、当該第三者割当の払込履行を前提として本事業譲受けを実施するものです。 

 

（１）事業譲受けの概要 

①譲受け部門の内容 

LED照明及びその部品等の販売、据付並びにメンテナンス業務及び関連する事業 

 

  ②譲受け部門の経営成績 

 
平成 22 年３月

期 

売 上 高 647 百万円 
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売 上 総 利 益 193 百万円 

営 業 利 益 98 百万円 

 

  ③譲受け資産、負債の項目及び金額 

 資  産 負  債 

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額 

棚卸資産 70 百万円 棚卸資産 70 百万円 

合計 70 百万円 合計 70 百万円 

※上記譲受資産は平成 22年４月 30日現在のものであり、譲受期日の状況によっては変動する可能性があります。 

※主要な仕入契約、販売特約店契約（94店舗）を継承するほか、当該事業に従事する従業員の一部が転籍（再

雇用）する予定であります。 

 

  ④譲受け価額及び決済方法 

   譲受け価額：370 百万円 

（内訳：のれん 300 百万円、LED 在庫他 70 百万円、なお、譲受日譲受資産の状況によっ

ては変動する可能性があります。） 

決済方法 ：現金決済 

 

（２）譲受けの日程 

   平成 22 年８月２日 取締役会決議・事業譲受契約締結 

（平成 22 年９月３日 第三者割当承認臨時株主総会日） 

（平成 22 年９月６日 第三者割当払込期日） 

平成22年９月６日 事業譲受日 

 

（３）相手先の概要 

   ①商号  日本エーエム株式会社 

   ②主な事業内容 LED照明機器、配線器具、配電・制御機器および、これらの関連商品ならびに応用

装置の販売。 

   ③設立年月日 1986年5月7日 

   ④所在地 東京都中央区東日本橋二丁目24番12号 

   ⑤代表者 代表取締役 守田 俊彦 

   ⑥資本金 2億3,000万円 

   ⑦従業員 52名 

   ⑧大株主構成及び資本比率 

     三新株式会社      22.0％  

有限会社 GS キャピタル  20.6％ 

有限会社ｺﾞｰﾙﾃﾞﾝｽﾀｰ   20.6％ 

守田俊彦        17.6％ 

溝邉乃利雄       12.2％ 

萩原康三         7.0％ 

 

２. 当社は、平成22年８月２日開催の取締役会において、平成22年９月３日に臨時株主総会を開催し、第

三者割当による新株式（普通株式）の発行、第三者割当による転換社債型新株予約権付社債の発行及

び第三者割当による新株予約権発行について付議することを決議いたしました。 

（１）募集の概要 
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 ①新株式発行 

発行新株式数 68,037 株 

発行価額 1 株につき金 4,850 円 

発行価額の総額 金 329,979,450 円 

資本組入額 金 164,989,725 円 

募集の方法 第三者割当による 

申込期間 平成 22 年９月６日（月） 

払込期日 平成 22 年９月６日（月） 

1 株式会社スミダパッケージ 30,927 株 

2 株式会社エクセ 26,804 株 

3 株式会社デジアイズ 6,185 株 

4 株式会社テラオカ 2,061 株 

5 株式会社共立電機製作所 1,030 株 

割当先  

6 株式会社洸陽電機 1,030 株 

 

②新株予約権付社債発行 

社債の名称 株式会社ノア 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換社債型新株予約権

付社債間限定同順位特約付）（以下、社債のみを「本社債」、新株予約権のみを「本新株予約権」

といいます。 

新株予約権の総数 10個 

当該発行による潜在株式数 19,634株 

社債及び新株予約権の発行価額 額面100円につき106円00銭 但し、本新株予約権と引換えに金銭

の払込は要しません。 

発行価額の総額 金106,000,000円 

各社債の金額 金10,600,000円 

転換価額 金5,093円 

利率 本社債には利息は付さない 

転換請求期間 平成23年３月11日から平成27年９月９日まで 

自己新株予約権の取得の事由及び

取得の条件 

転換請求期間に当社普通株式の普通取引の終値が発行決議日の前

日の終値の150％と以上なり、かつ、当社取締役会が平成27年８月

26日までに本新株予約権の取得を決定した場合、本社債権者に対

して取得日の２週間前までに取得日を通知したうえで、当社は、

満期償還日に、残存する本新株予約権付社債の全部（一部は不可）

を当社普通株式と引換えに取得することができる。 

募集の方法 第三者割当による 

申込期間 平成22年９月10日（金） 

払込期日 平成22年９月10日（金） 

割当先 株式会社新鮮組本部へ全額割当てる 

                       

   ③新株予約権発行 

新株予約権の名称 第5回新株予約権 

新株予約権の総数 10,000個 

目的となる株式の数 10,000株 

発行価額 1株につき61円 

割当日 平成22年９月６日（月） 

29



 

行使価額 金4,850円 

行使可能期間 平成23年３月７日から平成27年９月５日まで 

強制取得 新株予約権者は、当社株式が（ア）に定める「強制取得条件判定期

間」の間、市場価格の終値において一度で（イ）に定める「強制取

得条件判定水準」を下回った場合（ウ）に定める「強制取得条件価

格」により新株予約権者に割当られた新株予約権の残存をすべて行

使し、目的となる普通株式のすべてを買取らなければならない。新

株予約権者が強制取得を行う場合、強制取得条件価格の総額の払込

期日は、当該強制取得を行うことが確定した日の 1ヶ月後までとす

る。但し、当社新株予約権者と当社が事前に同意する場合は、当該

期日を変更することができる。 

（ア）強制取得条件判定期間 平成 23 年３月７日から平成 27 年９月

５日 

（イ）強制取得条件判定水準 行使価額に 0.5 を乗じた額（小数点未

満は切り上げる）とする。 

（ウ）強制取得条件価格  （イ）を算定する基となる行使価額と

する。 

割当方法 第三者割当による 

割当先 溝邉乃利雄  5,000個 

守田俊彦   5,000個 

前記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

   

（２）第三者割当により発行される株式、新株予約権付社債及び新株予約権の発行の目的 

当社を取り巻く事業環境は、世界的な金融危機の長期化による信用収縮、半導体市況の悪化が継

続していることによる半導体製造装置市況の低迷の長期化、および、当社の主要な取引先企業が経

営悪化によりライバル会社へ買収されたことによる当社個別事情の悪化といった厳しい状況下にあ

ります。 

そこで、当社は、具体的な実現手段として当社の事業提携先である、日本エーエム株式会社の LED 事

業部門を一部事業譲受により当社内に取込み、同社の仕入先、販売代理店、ノウハウを活用し企業価

値を増大することを企図し、平成 22 年８月２日に日本エーエム株式会社と支払対価 3.7 億円とする

事業譲受契約を締結するに至りました。当社は、金融機関からの融資が厳しい状況の中、事業拡大を

確実に推進し企業価値の増大を図るため、エクイティ・ファイナンスによる早急な資金調達が必要不

可欠であると判断し、平成 22 年８月２日開催の当社取締役会において、第三者割当増資による資金

調達を行う決議をいたしました。 

 

（３）調達する資金の額及び使途 

①調達する資金の額 

ａ．新株式発行による調達資金の額 

     払込金額の総額      金 329,979,450 円 

     発行諸費用の概算額     金 2,100,000 円（消費税別） 

     差引手取概算額      金 327,879,450 円 

   ｂ．新株予約権付社債による調達資金の額 
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     払込金額の総額      金 106,000,000 円 

     発行諸費用の概算額     金 1,500,000 円（消費税別） 

     差引手取概算額      金 104,500,000 円 

   ｃ．新株予約権による調達資金の額 

     払込金額の総額       金 49,110,000 円 

     発行諸費用の概算額     金 1,000,000 円（消費税別） 

     差引手取概算額       金 48,110,000 円 

    

 

②調達する資金の使途 

   調達した資金のうち、370,000,000 円は LED 事業の譲受対価の支払として、また、残額は LED 事業

の LED 商品仕入代金等運転資金に充当する予定であります。 

 

 

当事業年度（自 平成 22 年７月１日 至 平成 23 年６月 30 日） 

  該当事項はありません。 

 

 

（開示の省略） 

リース取引関係、金融商品関係、有価証券関係、デリバティブ取引関係、退職給付関係、ストック・オ

プション等関係、税効果会計関係、企業結合等関係、資産除去債務関係、賃貸等不動産関係、関連当事者

情報に関する注記については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略

しております。 
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５ その他 

（1） 生産、受注及び販売の状況 

① 生産実績 

該当事項はありません。 

 

② 受注実績 
前事業年度 

（自 平成21年７月１日 

至 平成 22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 

至 平成 23年６月30日） 
比較増減 

事業部門別 
受注高 

（千円） 

受注残高 

（千円） 

受注高 

（千円） 

受注残高 

（千円） 

受注高 

（千円） 

受注残高 

（千円） 

半導体関連事業 1,782,535 57,832 26,521 ― △1,756,013 △57,832 

合計 1,782,535 57,832 26,521 ― △1,756,013 △57,832 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

③ 販売実績 
前事業年度 

（自 平成21年７月１日 

至 平成22年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年７月１日 

至 平成23年６月30日） 
比較増減 

事業部門別 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

半導体関連事業 1,213,323 72,581 △1,140,742 

LED 照明機器販売事業 ― 222,752 222,752 

合計 1,213,323 295,334 △917,989 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

 

（2） 役員の異動 

① 代表者の異動 

（就任） 

 代表取締役    溝邉 乃利雄 （平成 23 年１月 17 日） 

（辞任） 

 代表取締役    渡邊 豊   （平成 23 年１月 17 日） 

 

② その他の役員の異動 

（就任） 

 取締役       北山 智康 （平成 22 年９月３日） 

 取締役       溝邉 乃利雄（平成 22 年９月３日） 

 取締役       守田 俊彦 （平成 22 年９月３日） 

 取締役       藤田 人司 （平成 23 年２月 25 日） 

 取締役       山口 克自 （平成 23 年２月 25 日） 

 取締役       脇沢 光義 （平成 23 年６月 29 日） 

 取締役       有賀 博之 （平成 23 年６月 29 日） 

 取締役       狩野 謙太郎（平成 23 年６月 29 日） 

 監査役       笠原 造  （平成 22 年９月 29 日） 

 監査役       中 紀人  （平成 22 年９月 29 日） 
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（辞任） 

 取締役       守田 俊彦 （平成 22 年９月７日） 

 取締役       大森 仁美 （平成 22 年 11 月 30 日） 

 取締役       渡邊 豊  （平成 23 年２月 25 日） 

 取締役       藤田 人司 （平成 23 年６月 29 日） 

 取締役       山口 克自 （平成 23 年６月 29 日） 

 監査役       大関 知夫 （平成 22 年９月 29 日） 

 監査役       本間 春雄 （平成 22 年９月 29 日） 
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